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は じ め に

 

富士五湖は、日本が世界に誇る名勝地であり、また山梨県にとっては年間述べ 万人（平成 年

観光入込客数）が訪れる重要な観光資源であります。古くは富士講の巡礼地として栄えた風光明媚なこ

れらの湖ですが、高度経済成長期に入り来訪者が飛躍的に増加する中で、観光客や観光関連業による汚

濁負荷が増加し、また生活レベルの向上に伴い生活雑排水が増加する中で、水質汚濁の進行が懸念され

るようになってきました。こうした背景から、山梨県では、 年に富士五湖の総合的水質調査を実施

し、更に 年からは水質汚濁防止法に基づく水質の定点観測を富士五湖の 定点で開始いたしまし

た。また、生活排水対策として、 年には富士北麓流域水道工事に着手し、 年には一部共用が開

始されるなど、富士五湖の水環境改善のための施策を積極的に進めて参りました。

一方、河口湖では近年、湖底へのヘドロ（有機物に富む柔泥）の堆積をはじめ、自然環境が再び悪

化してきているのではないかとの声があり、地元では、これ以上環境が悪化しないよう対策を講じる要

望が出されるようになりました。特に、湖底へのヘドロの堆積は、富栄養化等の環境悪化の要因となり

うることから、火山防災研究部では、平成 年度より特別研究「富士五湖（特に河口湖）の水質浄化に

関する研究」として、河口湖の底質の現状を把握し、近年の底質環境の変化を抽出するための研究を進

めて参りました。

本特別研究「富士五湖（特に河口湖）の水質浄化に関する研究Ⅱ」では、平成 年度〜平成 年

度に行われた先行研究の内容を更に発展させ、河口湖のより詳細な底質調査を行うとともに、今後の具

体的な環境対策の検討に資するため、生態系（特に水生植物）の現況調査を実施いたしました。本研究

が、富士五湖の貴重な自然環境の維持に繋がり、県民の豊かな生活に貢献すると共に、本県を代表する

観光資源・世界文化遺産の構成資産としての富士五湖の保全の一助となることを願っています。

山梨県富士山科学研究所

所 長 藤 井 敏 嗣
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Ⅰ 研究の概要  
 
Ⅰ-1 研究テーマおよび研究期間 

 
研究テーマ： 

富士五湖（特に河口湖）の水質浄化に関する研究Ⅱ—ヘドロの堆積状況の面的把握—

 
研究期間 

平成 28 年度 ～ 30 年度（3 年間） 

 
Ⅰ-2 研究体制 

 
研究代表者：山本 真也（山梨県富士山科学研究所 火山防災研究部） 

共同研究者：内山 高（山梨県富士山科学研究所 火山防災研究部） 

      吉澤 一家（山梨県衛生環境研究所） 

      芹沢 如比古（山梨大学） 

      長尾 誠也（金沢大学） 

宮田 佳樹（金沢大学） 

      落合 伸也（金沢大学） 

      宮下 信雄（東京大学総合研究博物館） 

      吉田 邦夫（東京大学総合研究博物館） 

 
Ⅰ-3 研究目的 

 
河口湖では、近年の来訪者の増大に伴い、自然環境が 30〜50 年前に比べて悪化しているのではないかとの

声があり、地元では、これ以上河口湖の環境が悪化しないよう対策を講じる要望が出ている。環境悪化の主

たる要因は、湖底へのヘドロ（有機物に富む柔泥）の堆積だと考えられているが、河口湖では 1981 年に水質

汚濁に関する総合的な調査が行われて以降（山梨県 1982）、底質に関する学術調査は行われていない。その

ため、今後、具体的な環境対策を検討するためには、まず底質の現状を把握し、過去と比較してどのように

環境が変化しているのかを科学的根拠に基づき明らかにする必要がある。 

当研究所では、平成 25 年度より県治水課の依頼を受け、河口湖の底質の物理的・化学的性状の解析を行な

ってきた。その結果、湖東部を中心に層厚 5 cm から 30 cm のヘドロ状堆積物が確認され、湖底へのヘドロの

堆積が継続している現状が明らかとなってきた。一方で、ヘドロの詳細な分布状況や堆積速度等については

未だ不明な点も多く、引き続き、今後の具体的な環境対策の検討に資する研究を継続するよう県治水課から

要請があった。そこで本研究では、河口湖におけるヘドロの分布状況を面的に把握し、過去 50 年間のヘドロ

の堆積速度の変化を明らかにすることを目的とした。また、今後の環境対策を検討するための基礎資料を得

る目的で、河口湖の生態系（特に水生植物）の現況調査を行った。 

 

Ⅰ-4 研究成果の概要 

 
Ⅰ-4-1 河口湖・底質の物理的、化学的特徴とヘドロの分布状況 

本研究では、底質の物理的・化学的性状ならびにヘドロの分布状況を明らかにするために、エクマンバー
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ジ採泥器を用いて河口湖の底質を 22 地点で採取し、含水比・強熱減量を測定した。その結果、河口湖におけ

る含水比と強熱減量の分布は、いずれも船津湖盆＞中央（東）湖盆＞西
に し

湖盆の順で値が高くなる傾向が見ら

れ、湖の東側ほど有機汚濁が進行している現状が明らかとなった。また、本研究で得られた強熱減量の分布

を、過去（1981 年、1993年）の調査結果と比較したところ、湖全体で増加傾向が見られ、特に西湖盆で強熱

減量の上昇幅が大きいことが明らかとなった。 

更に、河口湖湖底におけるヘドロの分布状況を明らかにするために、多目的水中探査システム（ローラン

ス社製 HDS-9 Gen3）による湖底調査を実施した。その結果、西湖盆の北側や船津湖盆の東側で厚さ 10 cm〜

20 cm のヘドロの堆積が見られたほか、河口湖大橋の西側でやや厚いヘドロ（最大で約 70 cm）の堆積層のあ

ることが明らかとなった。 

 

Ⅰ-4-2 河口湖・底質の堆積年代と堆積速度の解明 

本研究では、河口湖の底質環境が悪化した時期及びその要因を明らかにするために、河口湖の３箇所

（KAW14-1A（中央部）, 4B（西部）, 7A（東部））で採取された堆積物コア試料中の 210鉛（Pb）、137セシウム

（Cs）濃度の測定を行ない、各核種の濃度変化から平均堆積速度を算出した。また、ヘドロの堆積時期及び

堆積要因を明らかにするために、同コア試料中の含水比、強熱減量、堆積物中の全有機炭素（TOC）・全窒素

（TN）の含有量及びその炭素・窒素安定同位体比（δ13C, δ15N）、植物プランクトンに由来する C16脂肪酸の

安定炭素同位体比（δ13C）の測定並びに珪藻殻の同定・計数を行なった。 

 各コアで得られた平均堆積速度は、0.04〜0.36 cm/年であり、KAW14-1A の表層 10 cm でやや速い堆積速度

が得られた。河口湖底質の堆積速度は、1880 年〜1960 年頃にかけて、KAW14-7A で高く、その後 1960〜1970

年頃にかけては、KAW14-4B で一時的な堆積速度の増加が見られた。1970 年代以降の堆積速度は KAW14-4B、

KAW14-7Aでほぼ同じであったのに対して、KAW14-1Aでは 1980年頃より堆積速度が増加する傾向が見られた。 

 河口湖の堆積物コア中の含水比の経年変化を見ると、KAW14-1A では、1940 年頃に既にヘドロの目安となる

300 %を超えており、その後一時減少するものの、1990 年代以降再び 300 %を超え、湖底がヘドロ化したこと

を示唆している。一方、KAW14-4B では、1970 年代までは 300 %を下回っていたものの、1970 年代後半以降

300 %を超え、湖底がヘドロ化したことが示唆される。また、KAW14-7A では、1970 年代に含水比が 300 %を超

え、その後一時減少するものの 2000 年代以降再び 300 %を超えていた。一方、八木崎公園の湖岸付近で採取

された堆積物コア（YGS）における含水比と強熱減量の深度分布を見ると、いずれも深度 168〜44 cm の層準

で相対的に高い値が得られたものの、含水比の値は、いずれの層準でも 300 %以下となっており、有機物量が

多い層準でも底質のヘドロ化は確認できなかった。 

 河口湖の湖底堆積物中の有機炭素量から推定される湖底への全有機炭素（TOC）フラックス（湖底 1 cm2あ

たりに一年間で降り積もる有機物の量）は、いずれのコアでも 1940 年頃まではほぼ一定であったのに対し、

KAW14-4B、KAW14-7A では 1950 年代頃から緩やかな増加傾向が、KAW14-1A では 1960〜80 年代に急増する傾向

が見られた。一方、2000 年代以降は、大きな変化が見られず、KAW14-1A ではわずかながら減少傾向が見られ

た。増加した炭素の起源については、いずれのコアでも 1940 年頃から 1990 年頃にかけて炭素（C）/窒素（N）

比が緩やかに増加しており、1958年-1964年の河口湖北岸干拓事業や1964年-1967年の新御坂トンネル工事、

1983 年の大増水の影響等により陸からの有機物の供給が一時的に増加した可能性が考えられた。一方、1990

年代以降はいずれのコアでも、C/N 比は減少傾向にあり、植物プランクトンに由来する有機物が近年増加傾

向にあることが示唆される。 

 河口湖湖底への全窒素フラックスは、いずれのコアでも 1940 年頃まではほぼ一定だったのに対し、KAW14-

4B、KAW14-7A では 1950 年代頃から、KAW14-1A では 1960 年頃から増加傾向が見られ、高度経済成長に伴う人

為的な窒素負荷の影響が示唆された。こうした窒素の起源について、堆積物中の窒素安定同位体比は、1960

年〜1990 年頃にかけて最大約 1 ‰の増加を示しており、同位体比の高い農地起源、生活排水起源の窒素の流
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入が示唆された。一方、窒素安定同位体比の増加傾向は、1990 年代以降緩やかになってきており、1986 年 7

月より一部供用が開始された下水道の効果と考えられる。 

 また、植物プランクトンに由来する C16 脂肪酸の炭素安定同位体比と珪藻組成は、1960 年代以降に湖内生

産が増大したことを示唆しており、人為的な窒素負荷による富栄養化の影響と考えられる。一方、湖の中央

部と東部では 2000 年〜2010 年頃から、炭素安定同位体比の増加が緩やかになってきており、今後これら指

標が改善傾向を示すのかどうか、引き続き富栄養化の傾向を注視していく必要がある。 

 

Ⅰ-4-3 河口湖・流入河川の流量観測と流入物質の把握 

本研究では、河口湖への河川からの流入量を把握するため、先行研究に引き続き、常時流入河川である寺

川に水位計を設置し、2017 年 4 月〜2018 年 3 月までの 1 年間、河川流量の測定を月 1 回の頻度で行なった。

観測された河川流量は、0.003〜0.271 m3/秒（平均 0.083 m3/秒）であり、2014年 12 月及び 1981 年 7 月〜11

月に観測された流量（それぞれ、0.138〜0.157 m3/秒、0.104〜0.137 m3/秒）と同程度であった。寺川の河川

流量は、春から初夏に増加する傾向にあり、夏に一時減少するものの、台風等の影響により降水量が増加す

る 9、10 月には再び増加し、その後冬にかけて減少する季節変化を示した。 

また、河川による河口湖への物質負荷量を検討するため、2017 年 4 月〜2018 年 3 月までの一年間、寺川の

河口付近で河川水を採取し（月一回）、全窒素、全りん、COD の測定を行なった。河川水中の全窒素、全りん、

COD は、それぞれ 0.5〜1.52 mg/l、0.021〜0.153 mg/l、0.93〜6.6 mg/l でいずれも春に高い傾向が見られ

た。また全窒素については、秋から冬にかけても高い傾向が見られた。全窒素（N）/全りん（P）比から推定

される窒素の起源は、春が畑地牧草地由来であるのに対し、冬は森林由来であった。また、河川水中の N/P 比

はりんの増加する春にレッドフィールド比に近くなっており、この時期の湖内生産の増加の一因となってい

る可能性がある。 

河川流量から推定される全窒素の負荷量は、4.2〜357.3 mg/秒（平均 87.5 ± 103.9 mg/秒）であり、降水

量の増加する 10 月に最も高い値を示した。この要因として、10 月の河川水中の N/P 比が 60 と高い値を示す

ことから、台風等により周辺山地から流出する土壌の影響が考えられた。一方、全りんの負荷量は、0.4〜15.3 

mg/秒（平均 3.73 ± 4.47 mg/秒）であり、全りんが増加する 5 月に最も高い値を示した。また COD の負荷

量は、16.4〜568.4 mg/秒（平均 175.9 ± 174.6 mg/秒）であり、降水量の増加する 10 月に最も高い値を示

した。1981 年調査時の全窒素、全りん、COD 負荷量（それぞれ、138.4 ± 46.2 mg/秒、5.21 ± 1.76 mg/

秒、315.0 ± 194.8 mg/秒）と比較すると、いずれも平均値で下回っており、河川によるこれらの負荷量が

1981 年に比べ減少傾向にあることが明らかとなった。 

 

Ⅰ-4-4 河口湖における水生植物と湿生植物の分布 

本研究では、河口湖における水草・車軸藻類と湿生植物の分布状況を詳らかにすることを目的に、西部湖

盆に 10 定線（湖内に 6 定線，岸辺に 4 定線）、東部湖盆に 11 定線（湖内に 5 定線，岸辺に 6 定線）、船津湖

盆に 4 定線（湖内に 2 定線，岸辺に 2 定線）を設定し、2017 年 9 月 3～5 日に植物相調査を行った。湖内で

はボートによる調査を、岸辺では踏査を行い、いずれも自作採集器で湖底を曳きずる採集や徒手による採集

と目視確認を行った。その結果、水草 39 種（抽水植物 21 種，浮遊植物 3 種，沈水植物 15 種）、車軸藻類 7

種、湿生植物 27 種の計 73 種が確認され、水草と湿生植物についてはこれまでで最大の種数を確認すること

ができた。なお、岸辺からの調査では全種が確認できたが，ボートからの調査では 15 種（沈水植物 12 種，

車軸藻類 3 種）のみの確認にとどまった。また、河口湖新産種として 40 種（抽水植物 13 種，浮遊植物 3 種，

沈水植物 3 種，湿生植物 21 種）を確認することができた。水草、車軸藻類、湿生植物はそれぞれ西部で 24

種、4 種、6 種、東部で 33 種、5 種、19 種、船津で 20 種、7 種、12 種であり、合計の種数は東部で最大の 57

種、船津で 39 種、西部で最小の 34 種であることが判明した。 
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今回の調査で確認された種のうち、環境省レッドリスト 2017（環境省 2017）に掲載されている種は抽水植

物ではスジヌマハリイとカワヂシャの 2 種、沈水植物ではトリゲモ、ヒメイバラモの 2 種、車軸藻類ではシ

ャジクモ、ホシツリモ、カタシャジクモ、オオシャジクモ、オトメフラスコモ、ヒメフラスコモ、キヌフラ

スコモの 7 種、湿生植物ではカヤツリスゲとタコノアシの 2 種の計 13 種であった。これらの種の確認定線数

はスジヌマハリイでは 5 定線、カワヂシャでは 1 定線、トリゲモでは 23 定線、ヒメイバラモでは 21 定線、

シャジクモでは 11 定線、ホシツリモでは 8 定線、カタシャジクモでは 5 定線、オオシャジクモとオトメフラ

スコモでは 3 定線、ヒメフラスコモとキヌフラスコモでは 1 定線、カヤツリスゲとタコノアシでは 1 定線で

あった。１定線でのみ確認されたヒメフラスコモ、キヌフラスコモ、カワヂシャ、カヤツリスゲ、タコノア

シについては、その分布状況を今後も注視していく必要があろう。 

 

Ⅰ-4-5 河口湖における今後の課題と環境対策について 

本研究による湖底堆積物の物理的・化学的性状の解析と年代測定により、河口湖では、高度経済成長期に

入る 1960 年頃より湖の富栄養化が進行し、湖底のヘドロ化が引き起こされてきた現状が明らかとなった。河

川からの栄養塩の負荷は、40 年前と比較してやや減少傾向にあるものの、春季には河川からの畑地牧草地由

来の栄養塩類の流入ピークがあり、依然として農地・生活排水起源の窒素流入が続いている。ただし、河口

湖では、河川水に比べ、地下水・伏流水が湖水に占める割合が多くなっており、全体像の解明には、こうし

た流入水による栄養塩負荷の実態解明が不可欠であり、今後の課題である。 

一方で、堆積物中の植物プランクトンの炭素安定同位体比や珪藻組成から推定される富栄養化傾向は、近

年緩やかになってきており、これ以上水質が悪化しないよう引き続き継続した取り組みが望まれる。また、

今後湖の富栄養化が改善に向かうのかどうか、底質の有機物量やプランクトンの炭素・窒素安定同位体比に

よるモニタリングを行い、水環境の動向を注視していく必要がある。 

また水生・湿性植物の分布調査からは、現在の河口湖が絶滅危惧種を含む多くの水生・湿性植物の生育地

であることが明らかとなってきており、一時的な水質悪化を引き起こすヘドロの浚渫は、こうした水生植物

に重篤な影響を与える恐れがある。更に河口湖は、2017 年より水生・湿性植物の長期的な生態系観測を行う

環境省のモニタリングサイト 1000 に選定されており、環境対策では今後より慎重な対応が求められると考え

られる。 

現状として、河口湖の水環境の更なる改善のためには、栄養塩の負荷源となっている周辺の農地からの栄

養塩類の流入を防ぐと同時に、湖岸に生育する葦等を使った水質浄化などが考えられる。ただし、湖畔には

貴重な水生植物も多く生育しており、急激な環境変化が生物へ与える影響も不明なことから、まずはその有

効性について実証実験等に基づき十分な検討を行うことが望まれる。 
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Ⅱ 研究成果報告 
 

Ⅱ-1 河口湖・底質の物理的、化学的特徴とヘドロの分布状況 

 

Ⅱ-1-1 はじめに 

河口湖では、近年の来訪者の増大に伴い、自然環境が 30

〜50 年前に比べて悪化しているのではないかとの声があ

り、地元では、これ以上河口湖の環境が悪化しないよう対

策を講じる要望が出ている。環境悪化の主たる要因は、湖

底へのヘドロ（有機物に富む柔泥）の堆積だと考えられて

いるが、河口湖では 1981 年に水質汚濁に関する総合的な

調査が行われて以降（山梨県 1982）、ヘドロの堆積状況に

関する学術調査は行われていない。そのため、今後、具体

的な環境対策を検討するためには、まず底質の現状を把

握し、過去と比較してどのように環境が変化しているの

かを科学的根拠に基づき明らかにする必要がある。 

河口湖では、水質汚濁防止のための水質調査が 1971年

から行われており、2001 年時点で湖水水質は、調査開始

当初と比べやや改善傾向にあることが報告されている

（有泉・吉澤 2002）。一方、2012〜13 年には、湖水位の異常低下（2013 年 9 月 4日に最低水位-3.69 m を記

録）により湖底の一部が露出し、特に湾部においては、一部でドブ臭を伴うヘドロやシルトの堆積が確認さ

れた（図 1）。こうした背景から、当研究所では平成 25 年（2013 年）度より県治水課の依頼を受け、河口湖

底質の物理的・化学的性状の解析を行ってきた。その結果、湖東部を中心に層厚 5〜30 cm のヘドロ状堆積物

が確認され、湖底へのヘドロの堆積が継続している現状が明らかとなった。一方で、ヘドロの詳細な分布状

況や堆積速度については不明な点も多く、引き続きヘドロの分布を面的に把握するなど、今後の具体的な環

境対策の検討に資する研究を継続するよう県治水課から要請があった。 

こうした背景から本研究では、河口湖の底質の物理的、化学的特徴を明らかにするため、表層堆積物を採

取し、含水比、強熱減量の測定を行なった。更に、ヘドロの分布状況を面的に明らかにするために、多目的

水中探査システムによる湖底の調査を行なった。 

 

Ⅱ-1-2 試料及び手法 

河口湖の底質採取は、2016 年 8 月 1 日及び同年 8 月 12 日に行い、南北－

東西がおおよそ 500 m 間隔になるよう計 22 地点から採取した。底質の採取

には、離合社製のエクマンバージ型（グラブ）採泥器（図 2）を用いた。採

取した試料はステンレス製のバット上でよく撹拌し、ガラス瓶に入れ分析ま

で冷蔵庫（4˚C）で保管した。 

含水比、強熱減量の測定は、環境省（2012）に従い行なった。採取した試

料は、まず 2 mm 目のふるいに通し、適量を遠沈管に分取し、3000 rpm で 20

分間遠心分離を行なった。その後、沈殿物をよく混和し湿試料を調製した。

含水比は、前述の湿試料を磁器製るつぼに測りとり、0.001 g の桁まで質量

を測定した。その後、105〜110˚C の乾燥器中で 2 時間乾燥させた後、デシケ

ーター中で約 40 分間放冷し、0.001 g の桁まで質量を測定した。含水比の算

図1  水位低下により露出した河口湖の湖底堆積物

（八木崎公園沖にて 2013 年 3 月 29 日撮影） 

図 2  エクマンバージ採泥器

による底質採取の様子 
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出には、以下の式を用いた。 

含水比(%) = a –b
b

 ×  100  (1) 

上式において、a は分取した湿試料の質量（g）、b は乾燥後の湿試料の質量（g）である。 

また強熱減量は、乾燥重量を測定した試料を用いて行い、電気炉を用い 600 ̊ C で約 2 時間強熱した後、デ

シケーター中で放冷し、質量を 0.001 g の桁まで測定した。強熱減量の算出には、以下の式を用いた。 

強熱減量(%) =  a−b
a

 ×  100 (2) 

上式において、a は分取した乾燥試料の質量（g）、b は強熱後の試料の質量（g）である。 

多目的水中探査システムによるヘドロの分布調査は、2016 年 3 月 8〜9 日、3 月 16〜17 日、3 月 28 日、8

月 10〜11 日、2017 年 2 月 12〜14 日の 10 日間、ローランス社製 HDS-9 Gen3 及び HDI Skimmer 振動子

（50kHz/200kHz）を艤装した船舶により行なった。得られたソナー記録は、水中地形解析ソフト（リーフマ

スタープロ）で解析し、湖底の底質分布図を作成するとともに、61 地点でヘドロの堆積厚を計測した。ヘド

ロの堆積厚の計測には、2 周波（50kHz/200kHz）のソナー記録で得られた反射深度の違いを用いた。 

 

Ⅱ-1-3 結果及び考察 

図 3 に、河口湖における底質中の含水比、強熱減量の水平分布を示した。これらは、いずれも底質の有機

汚濁の指標とされており、一般に含水比 300 %以上がヘドロの目安、強熱減量 13 %以上が底質汚濁の目安と

されている。河口湖の底質中の含水比は、234%〜459 %の範囲にあり、中央（東）湖盆の奥川の河口のある大

石地区の沖合と 西
に し

湖盆の 西湖
さ い こ

からの放水が流入する長浜地区の南側沖合で最も低い値を示した（それぞれ

234 %と 238 %; 図 3）。一方、河口湖大橋東の船津湖盆の東側では含水比は 400 %以上となっており、特に嘯

治水トンネルの沖合付近で最も高い値（459 %）を示した。 

 強熱減量は、13.8〜17.7 %の範囲にあり、前述の奥川の河口の沖合と西湖からの放水路の沖合では低い値

（13.8 %）が得られた一方、舩津湖盆東側では高い値（17.2〜17.7 %）を示していた。河口湖における含水

比と強熱減量の分布は、いずれも船津湖盆＞中央（東）湖盆＞西湖盆の順で値が高くなる傾向が見られ、湖

の東側ほど有機汚濁が進行している現状が明らかとなった。また、八木崎公園東側の入江付近（白須ワンド）

では、含水比はそれほど高くはなかったものの、強熱減量は 17.7 %と今回調査した中では最も高い値を示し

ており、底質への有機物の濃集が示唆された。 

 また図 4 には、本研究で得られた強熱減量の分布と、過去（1981 年）の調査結果との比較を示した。いず

れの年の調査でも、湖の東側ほど強熱減量が高い値を示す傾向が見られたが、湖盆別で見ると、いずれの湖

盆でも強熱減量値は増加傾向にあり、特に船津湖盆では、1981 年の 16.1 %に比べ 2016 年では最大約 2 %の

増加が見られた。また西湖盆では、強熱減量の値が、1981 年の 11.8 %と比較して 2016 年には 15 %前後と約

3 %の増加となっており、湖の東側に比べ西側で上昇幅が大きい傾向が伺われた。 

一方、図 5 には、ソナー記録から推定された河口湖における 1981 年と 2016〜2017 年のヘドロの堆積厚分

布を示した。1981 年の調査では、河口湖の中央（東）湖盆と船津湖盆に 30〜50 cm のヘドロが確認されてお

り、また、西湖盆の西湖放水路東側にもヘドロが厚く（＞60 cm）堆積している様子が確認されている。一方、

2016〜17 年の調査では、西湖盆の北側や船津湖盆の東側で 10〜20 cm のヘドロの堆積が見られたものの、主

に流入河川の河口付近では 35 年前と比べヘドロの堆積が減少傾向にあることが明らかとなった。また、河口

湖大橋西側では、今回最大となる約 70 cm のヘドロの堆積が確認されており、今後の動向を注視する必要が

ある。 
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図 3  河口湖における底質汚濁指標の分布 

（上）強熱減量（下）含水比 
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図 4  河口湖底質の有機汚濁指標の過去との比較 

（上）1981 年（下）2016 年 
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図 5  音響探査により推定された河口湖のヘドロ厚分布 

（上）1981 年（下）2016-17 年 



12 
 

Ⅱ-2 河口湖・底質の堆積年代と堆積速度の解明 

 
Ⅱ-2-1 はじめに 

前章の底質調査により、河口湖では 1981 年の調査時に比べ、底質中の有機物量が増加傾向にあり、底質の

有機汚濁が進行していることが明らかとなった。そこで本研究では、河口湖の３地点（図 6）で採取された堆

積物コア試料中の 210鉛（Pb）、137セシウム（Cs）濃度の濃度変化から平均堆積速度を算出し、底質環境の悪化

した時期を明らかにした。また、底質悪化の要因を明らかにするために、堆積物コア試料の含水比・強熱減

量、堆積物中の全有機炭素（TOC）・全窒素（TN）の含有量及びその炭素・窒素安定同位体比（δ13C, δ15N）、

堆積物中に含まれる脂肪酸の安定炭素同位体比（δ13C）の測定並びに珪藻殻の分類と計数を行なった。また、

人為起源の代表的な有機化合物である芳香族炭化水素類（PAHs）についても分析を行った。 

 

Ⅱ-2-2 試料及び手法 

堆積物コア試料の採取は、2014 年 10 月 18 日に河口湖

の３地点(図 6; KAW14-1A, KAW-4B, KAW-7A)で行なった。

採取には、ゲント大学（ベルギー）所有の改良型グラビ

ティーコアラー（UWITEC 社製）を用いた。試料採取は、

掘削地点で停泊した小型船舶上で行い、長さ 1 m のプラ

スティックライナーを装着したコアラーを、ウィンチを

使い湖底直上約 3 m の水深までゆっくりと降ろした後、

自由落下させ、約 90 cm の堆積物コアを回収した。採取

したコア試料は、実験室に持ち帰り、ダイアモンドカッ

ターにより半割した。 

今回分析を行った試料は、いずれも各堆積物コアの深

度 0–20 cm の堆積物であり、茶褐色からオリーブグレイの

塊状粘土層を主体とし、植物片の挟在がしばしば見られ

た。また、KAW14-1A の深度 11.4–15 cm には、有機物が濃集した黒色粘土層が確認された。 
210Pb、137Cs 年代測定用試料は、半割したコアからアクリル製の L アングルを用い 1 cm 毎に分取し、凍結乾

燥後、メノウ乳鉢で粉砕混合した。粉末試料は、20 ml のプラ壺（馬野化学容器（株））に厚さ 2 mm になるよ

うに敷き詰め、プラスチック製のスペーサーとエポキシ樹脂を使って封入した。更にその後、シーラーを使

いユニパックに封入し 1 ヶ月以上放置したものを測定試料とした。測定には、金沢大学低レベル放射能実験

施設の Ge 半導体検出器（GEM-FX5825-HJ, EG&G ORTEC社）及び尾小屋地下実験室の Ge 半導体検出器（EGMP60-

30-R, CANBERRA EURISYS; EGM3800-30-R, EURISYS MESURES）を用い、1cm 毎に連続測定を行った。各核種の

放射線濃度の算出には、46.5keV（210Pb）、62.4keV（234Th）、295.2keV（214Pb）、352.0keV（214Pb）、609.3keV（214Bi）、

661.6keV（137Cs）、1460keV（40K）のγ線を用いた。 

 堆積物中に含まれる全有機炭素（TOC）・全窒素（TN）の含有量及びその炭素・窒素安定同位体比（δ13C, δ
15N）の測定は、東大総合研究博物館の元素分析計（EuroEA 3028-HT; EuroVector社製）－安定質量分析装置

（Isoprime; Micromass 社製）を使用した。測定には、0.1M HCl で一晩脱灰処理した乾燥粉末試料を用いた。

安定同位体比の値は以下の式で定義する。 

δ(sample) �‰�  =  �
[R(sample) − R(standard)]

R(standard)
� ×  1000 (3) 

上式において R は 15N/14N または 13C/12C である。同位体比の測定に用いた国際標準試料はδ13C：IAEA-CO1、

図 6  河口湖の堆積物コア採取地点 
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CO8、CH7、δ15N：IAEA-N1、N2 である。測定用標準試料には L-Alanine（ナカライテスク社製、Lot No. AZ100 

M9R2064 δ13C = −19.9 ± 2.0 ‰, δ15N = −1.79 ± 0.2 ‰）を使用した。 

有機化合物の分析は、まず乾燥粉末化した堆積物試料に有機溶媒（ジクロロメタン/メタノールの混合溶媒）

を加え、超音波抽出により、脂質成分を得た。得られた抽出物は、濃縮・けん化後、中性成分と酸性成分に

わけ、中性成分から芳香族炭化水素類（PAHs）を、酸性成分から脂肪酸をそれぞれ分離した。化合物の同定・

定量には、ガスクロマトグラフ装置（HP6890GC）及び、GC 質量分析計（HP6890GC + BU-20 GC Mate 及び Agilent 

5977B/7890B GCMSD）を用い、分離した脂肪酸は、ガスクロマトグラフ/燃焼/安定質量分析計（HP6890 + 

Isoprime）により炭素安定同位体比の測定を行った。測定には、同位体比既知の C26アルカン（−33.5 ‰）を

内部標準に用い、分析値は式（3）により PDB 標準試料に対する千分率で示した。試料分析は 2 回行い、その

再現性は標準試料の分析精度内（0.5 ‰以下）に収まっていた。 

珪藻殻の観察は、試料の一部を酸処理した後蒸留水で適度に希釈し、プレウラックスで封入したものにつ

いて、光学顕微鏡を用いて 600〜1500 倍で同定を行い、計数は各試料につき原則として 200 殻以上を行った。

種の同定は Krammer and Lange-Bertalot (1986–1991)により行った（吉澤・山本 2017）。 

 

Ⅱ-2-3 結果及び考察 

1) 210鉛（Pb）、137セシウム（Cs）濃度から推定

された堆積速度の経年変化 

堆積環境の解析には様々な放射性核種が利用

されるが、過去 100 年程度の解析には半減期

22.3 年の鉛-210（210Pb)を用いる 210Pb 堆積年代

測定法（金井 2000）やセシウム-137（137Cs）の

使用が有効である。137Cs は半減期 30 年の放射

性核種であり、主に 1953 年以降の地上核実験に

伴うグローバルフォールアウトに伴うものと、

2011年 3月の東京電力福島第一原子力発電所の

事故に由来するものが知られている。 

そこで本研究では、KAW14-1A、KAW14-4B、

KAW14-7A の各堆積物コアについて、210Pb、137Cs、
134Cs を 1cm 毎に測定し、重量堆積速度（g/cm2/

年）を算出した。更に、得られた重量堆積速度

を基に年代－深度モデルを作成した（図７）。な

お、詳細については、Yamamoto et al. 投稿中

を参照されたい。 

各コアで得られた平均堆積速度は、0.04〜0.36 

cm/年であり、KAW14-1A の表層 10 cm でやや速い

堆積速度が得られた。河口湖の堆積速度は、西暦 1880 年〜1960 年頃にかけて、KAW14-7A で高く、その後 1960

〜1970 年頃にかけては、KAW14-4B で一時的な堆積速度の増加が見られた。一方、1970 年代以降の堆積速度

は、KAW14-4B、KAW14-7A でほぼ同じであったのに対して、KAW14-1A では 1980 年頃より堆積速度が急増する

傾向が見られた。また、KAW14-1A の深度 11.5–13.5 cm と 15.5–17.5 cm、KA14-4B の深度 5.5−11.5 cm では

粒度分布の変化や堆積環境の変化に伴うイベント堆積層の存在が示唆された。 

 

 

図 7  河口湖で採取された各堆積物コアの年代－深度 

モデル（Yamamoto et al., 投稿中） 
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2) 堆積物コア中の含水比と強熱減量の経年変化 

図 8 には、上述のイベント堆積層を除く河口湖の堆積物コア中の含水比と強熱減量の経年変化を示した。

KAW14-1A では、含水比と強熱減量は、それぞれ 211.6〜318.6 %、13.5〜18.0 %の範囲にあり、いずれも 1920

年代以降緩やかな増加傾向を示した。含水比は、1940 年頃には既にヘドロの目安となる 300 %を超えており、

その後一時減少するものの、1990 年代以降再び 300 %を超える。一方、KAW14-4Bの含水比と強熱減量は、そ

れぞれ 241.0〜310.7 %、12.0〜16.7 %の範囲にあり、1890 年代以降緩やかな増加傾向を示した。含水比は、

1970 年代まではヘドロの目安となる 300 %を下回っていたものの、1970 年代後半以降 300 %を超え、ヘドロ

化が進行したことが示唆される。また、KAW14-7A では、含水比、強熱減量はそれぞれ 252.3〜328.8 %、14.5

〜17.6 %の範囲にあり、含水比は 1980 年代を除き、緩やかな増加傾向を示した。一方、強熱減量については、

1880 年〜1950 年頃にかけて約 15 %で安定していたものの、1960 年頃から増加傾向を示した。KAW14-7A で含

水比が 300 %を超えるのは、1970 年代であり、その後一時減少するものの 2000年代以降再び 300 %を超え、

現在に至っている。こうした汚濁指標の経年変化から、河口湖では、湖の一部では戦前より徐々に底質汚濁

が進行していたが、その後、高度経済成長期に入り生活水準が向上し、また観光地化が進むことで、富栄養

化が進行し、湖全域で湖底にヘドロが堆積するようになったと推定される。 

3) 河口湖湖底への全有機炭素（TOC）フラックス及び有機物の起源の経年変化 

 図 9 には、河口湖の湖底堆積物中の全有機炭素量から推定された湖底への全有機炭素（TOC）フラックス

（湖底 1 cm2あたりに一年間に降り積もる有機物の量）と炭素（C）/窒素（N）比、炭素安定同位体比の経年

変化を示した。湖底への全有機炭素フラックスは、いずれのコアでも 1940 年頃まではほぼ一定であるのに対

して、KAW14-4B、KAW14-7Aでは 1950 年代頃から緩やかな増加傾向、KAW14-1A では 1960〜80 年代に急激な増

加傾向が見られた。一方、2000 年代以降は、ほぼ一定ないしは KAW14-1A ではわずかながら減少傾向が見られ

た。一般に、炭素（C）/窒素（N）比は、有機物の起源によって異なっており、植物プランクトンが 5〜10 の

値を示すのに対し、陸上植物は 20 以上の値を示すことが知られている。河口湖の堆積物中の C/N 比は、KAW14-

1A ＞ KAW14-7A ＞ KAW14-4B の順で高くなっており、場所により有機物組成が大きく異なることが示唆され

る。また各コアとも、C/N 比は、1940 年頃から緩やかな増加傾向を示し、KAW14-1A では 1960〜1990 年頃、

KAW14-4B では 1970 年代、KAW14-7A では 1980 年代にピークを示す。これら時期には、河口湖北岸干拓事業

（1958〜1964 年）や新御坂トンネル工事（1964〜1967 年）が行われており、更に 1983 年の大増水の影響等

により陸からの有機物の供給が一時的に増加した可能性がある。一方、1990 年代以降、いずれのコアでも C/N

比は減少傾向にあり、植物プランクトンに由来する有機物が増加傾向にあることが示唆された。また、炭素

安定同位体比についても、C/N 比同様、KAW14-1A ＞ KAW14-7A ＞ KAW14-4B の順で値が高くなる傾向が見ら

れ、堆積環境による有機物組成の違いを反映しているものと考えられる。 

4) 河口湖湖底への全窒素（N）フラックス、窒素安定同位体比（δ15N）の経年変化及び植物プランクトン由

来脂肪酸の炭素安定同位体比から推定される湖内生産の経年変化 

 図 10 には、河口湖湖底への全窒素フラックス（湖底 1 cm2あたりに一年間に降り積もる窒素の量）、窒素安

定同位体比の経年変化及び植物プランクトン由来の脂肪酸の炭素安定同位体比の経年変化を示した。 

 湖底への全窒素フラックスは、いずれのコアでも 1940 年頃まではほぼ一定であるのに対して、KAW14-4B、

KAW14-7A では 1950 年代頃から、KAW14-1A では 1960年頃から増加傾向が見られ、高度経済成長に伴う人為的

な窒素負荷の影響が示唆される。 

 また窒素安定同位体比は、いずれのコアでも 1880〜1960 年頃にかけて 0.3〜0.5 ‰程度の緩やかな増加傾

向を示し、更に 1960 年〜1990 年頃にかけて最大約 1 ‰の増加傾向を示した。一般に窒素安定同位体比は、

起源により大きく異なることが知られており、森林起源（–0.1〜1.9 ‰; 中村ほか 2011）に比べより大きな

同位体比を示す農地（5.4 ‰; 中村ほか 2011）・生活排水起源（＞10 ‰; Umezawa et al. 2009）の窒素の

流入が示唆される。一方、窒素安定同位体比の増加傾向は、1990 年代以降緩やかになっており、1986 年 7 月
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より一部供用が開始された下水道の効果と考えられる。 

 植物プランクトン由来の C16脂肪酸の炭素安定同位体比は、いずれのコアでも 1880〜1960 年頃にかけてほ

ぼ一定であるものの、KAW14-4B 及び KAW14-7A では 1960 年代以降増加傾向が見られ、KAW14-1A でも 1990 年

代以降、同位体比が増加する傾向が見られた（図 10）。一般に、植物プランクトンの炭素安定同位体比は、湖

内生産が高くなる程増加する傾向にあり、こうした炭素安定同位体比の変動は、人為的な窒素負荷による富

栄養化の影響と考えられる。ただし KAW14-1A では、全窒素フラックスや窒素安定同位体比が 1960 年頃から

増加するにも関わらず、炭素安定同位体比から推定される生物生産性にほとんど変化が見られなかった。こ

の要因として、一般に溶存二酸化炭素が豊富な環境では生産性の変化に対する安定同位体比の変化がほとん

どないことから、御坂山地からの扇状地に面する中央湖盆では、植物プランクトンが光合成に使用できる溶

存二酸化炭素が豊富に存在していたために、生産性に対する炭素同位体比の応答が他の湖盆とは異なってい

たのかもしれない。 

同様の傾向は、河口湖における代表的な植物プランクトンである珪藻組成の変化にも見られ、KAW14-7A で

は、富栄養化の指標とされる無背線亜目/中心目比（A/C 比；Stockner and Benson (1967)；図 10）が、1980

年代から 2000 年頃にかけ、増加する傾向が見られた。一方、吉澤・山本（2017）は、河口湖の中央（東）湖

盆北側で採取した堆積物コア中の珪藻組成の分析から富栄養化の進行が 1970 年頃から加速したとの調査結

果を報告しており、富栄養化が必ずしも同時期に全湖的に進行したわけではないことが示唆される。一方、

KAW14-7A では 2000 年代以降、また KAW14-1A では 2010 年頃から炭素安定同位体比の増加傾向が緩やかにな

ってきており、また A/C 比が減少することから、今後これらの指標が改善傾向を示すのかどうか、引き続き

富栄養化の傾向を注視していく必要がある。 

5) 河口湖湖底への芳香族炭化水素類（PAHs）のフラックスの経年変化 

 図 11 には、河口湖における芳香族炭化水素類（14 成分; Acenaphthylene, Fluorene, Phenanthrene, 

Anthracene, Fluoranthene, Pyrene, Chrysene, Benzo[a]anthracene, Benzo[b]fluoranthene, 

Benzo[k]fluoranthene, Benzo[a]pyrene, Indeno[1,2,3-cd]pyrene, Dibenz[a,h]anthracene, 

Benzo[g,h,i]perylene）の湖底堆積物へのフラックスの経年変化を示した。いずれのコアでも 1940 年代まで

はほぼ一定であったが、KAW14-7A では 1940 年代以降、急激な増加傾向を示し、1958 年と 1971 年をピークに

その後減少傾向が見られた。また、KAW14-4B でも 1970 年代をピークとする増加傾向を示し、1980 年代以降

減少する傾向が見られた。一方、KAW14-1A では 1960年頃まではほぼ一定であったものの、その後増加傾向を

示し、2000 年頃をピークに近年は減少傾向にあることが明らかとなった。 

 場所により PAHs の経年変化が異なる要因としては、KAW14-4B や KAW14-7A が流入河川の影響が少ない場所

に位置しており、主に大気経由で運ばれる PAHs を反映するのに対し、KAW14-1Aは、奥川や寺川などの扇状地

の沖合に位置していることから、陸上から流入水経由で運搬される化合物の影響を受けていたためと考えら

れる。 
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図 8  河口湖堆積物コア中の含水比及び強熱減量の経年変化 
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図 9  河口湖湖底への全有機炭素フラックス、炭素/窒素比、炭素安定同位体比の経年変化 



18 
 
 

図 10  河口湖湖底への全窒素フラックス、窒素安定同位体比、 

植物プランクトン由来脂肪酸の炭素安定同位体比と A/C 比の経年変化 
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5) 八木崎公園東の湖岸における強熱減量と含水比の変化 

湖岸近傍におけるヘドロの堆積状況を

明らかにするために、水位低下により湖底

が露出した八木崎公園東の葦原付近で

2017年 6月 30日に 178 cmの堆積物を採取

し、強熱減量と含水比の測定を行なった

（図 6; YGS）。堆積物の採取には、復建調

査設計株式会社のハンディジオスライサ

ーを用いた。得られた堆積物は、植物片を

含む茶褐色から暗褐色のシルトを主体と

し、深度 149.5〜152 cm には黒色の火山砂

の薄層が見られた。また、深度 20〜34 cm

には、最大粒径 5 mm のスコリア礫が多く

含まれていた。コア最上部の深度 6〜8 cm

には不整合面があり、これより上位では砂

－砂質シルトの堆積が見られた（図 12）。

堆積年代の推定は、深度 135 cm, 178 cm で

採取した植物片の 14C 年代測定により行っ

た。 

八木崎公園東の湖岸近傍では、表層付近

（深度 0–36 cm）で、強熱減量が 10 %以下

と低い値を示したのに対し、深度 116–168 

cm と深度 44–58 cm では、火山砂の直上に

位置する深度 148 cm を除き、強熱減量が

13 %以上の値を示しており、堆積物中の有

機物の増加が示唆された（図 12）。ただし、 図 12  八木崎公園沖コア中の含水比と強熱減量の鉛直変化 

図 11  河口湖湖底への芳香族炭化水素類（14 成分）フラックスの経年変化 
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含水比の値は、いずれの層準でも 300 %以下となっており（図 12）、有機物量が多い層準でもヘドロの目安と

なる水準を下回っていた。また、放射性炭素年代測定の結果、深度 44–168 cm で確認された有機物に富む堆

積物は、縄文後期〜平安時代の堆積物であると推定された。水深の浅い湖岸近傍では、陸からの物質負荷の

影響を受けやすく、また堆積環境の変化に敏感なことから、過去に有機物の溜まりやすい環境があったもの

と推定される。 

 

引用文献 
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中村高志・尾坂兼一・平賀由紀・風間ふたば（2011）富士川流域における渓流水中の硝酸イオンの窒素・酸
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Ⅱ-3 河口湖・流入河川の流量観測と流入物質量の把握 

 
Ⅱ-3-1 はじめに 

寺川は、河口湖の北東に源流をもつ常時流入河川である。本研究では、先行研究に引き続き、河川からの

流入水量を把握するため、寺川の下流部に水位計を設置し、2017 年 4 月〜2018 年 3 月までの 1 年間にわた

り、毎月１回、流量観測を行なった。また、河川による河口湖への物質負荷量を検討するため、寺川の上流

から下流に設置した 5 つの観測点において毎月１回水質測定及び採水調査を行い、更に寺川の河口付近で採

取した河川水中の全窒素、全りん、化学的酸素要求量（COD）の測定を行なった。 

 
Ⅱ-3-2 試料及び手法 

図 13 には、寺川の流量観測地点と水質調査、採水地点

（地点 1〜地点 5）を示した。現地調査では、市販のポリ

バケツを用いて採水を行い、水温、pH、電気伝導度（EC）、

溶存酸素濃度（DO）の測定を行なった。また分析用試料

は、あらかじめミリ Q 水で洗浄したポリエチレン容器に

入れ実験室に持ち帰った。全窒素、全りん、化学的酸素

要求量（COD）の分析は、山梨県環境科学検査センターで

行い、測定にはそれぞれ紫外線吸光光度法（JIS K0102 

45.2）、ペルオキソ二硫酸カリウム分解法（JIS K0102 

46.3.1）過マンガン酸カリム滴定法（JIS K0102 17）を

用いた。各測定における定量下限値は、それぞれ 0.05 

mg/l、0.005 mg/l、0.5 mg/l であった。 

 河川流量は、絶対圧型水位計（S&DL mini MODEL-4800；

OYO 製）で計測した水位に対する流水断面積と、河川水の

流速の積により求めた。流速の測定には、CM-1SX 型小型微流速計（（株）東邦電探）を用い、fix モードにて

40 秒間計測を行った。 

 
Ⅱ-3-3 結果及び考察 

1) 寺川における水温、pH、EC、DO の月別変化 

  表 1 には、寺川の各採水地点における水温、pH、EC、

DO の月別測定結果を示した。水温は、2.1〜23.5 ˚C で

あり、概ね上流部ほど水温が低い傾向が見られた。ただ

し、6〜8 月の調査では、採水時間が遅い上流部ほど水温

が高くなる傾向が見られ、気温変化の影響が示唆され

た。一方、EC は、上流から下流に向かい値が増加する傾

向が見られ、住宅地や農耕地から流入する雨水等の影響

によるものと考えられた。DO は、概ね上流ほど高い値を

示しており、12 月〜2 月に増加する傾向が見られた。 

2) 寺川における全窒素、全りん、COD の月別変化 

  図 14 から図 16 には、寺川の河口付近（地点 5）にお

ける全窒素、全りん、CODの測定結果を示した。また比較のため、1981 年の測定結果と 1993〜2003 年の測定

図 13  寺川の採水地点 

図 14  寺川における全窒素（TN）濃度の季節変化と 

過去の調査結果との比較 
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結果の平均値も合わせて示した。2017 年の全窒素は、

0.50〜1.52 mg/l（平均 1.0 ± 0.4 mg/l）であり、6

月と 12 月に増加する二峰性の季節変化を示した。過

去の調査結果と比較すると、年平均濃度では顕著な差

は見られなかったものの（1981 年：1.21 ± 0.4 mg/l；

1993–2003 年：1.4 ± 0.3 mg/l）、月別に見ると、2017

年 8〜9 月及び 1〜4 月の全窒素は、1993–2003 年の平

均値と比べ、ほぼ半分の値であった（図 14）。 

 一方、全りんは、0.021〜0.153 mg/l（平均 0.048 ± 

0.038 mg/l）であり、5〜6 月と 2 月に増加する二峰性

の季節変化を示した。1981 年の調査結果（0.043 ± 

0.014 mg/l）と比較すると、平均値では顕著な差は見られなかったものの、5 月には 1981 年の 2 倍以上の値

を示した。また、1993〜2003 年の調査結果（0.075 ± 0.021 mg/l）と比較すると、平均値では減少傾向が見

られたが、月別で見ると、5〜7 月で 2017 年の濃度が上回っていた（図 15）。 

  COD は、0.93〜6.6 mg/l（平均 2.3 ± 1.5 mg/l）であ

り、4 月に最も高い値を示した他、明瞭な季節変化は見ら

れなかった。1981 年の調査結果と比較すると、平均値で

は顕著な差は見られず（2.5 ± 0.9 mg/l）、また月別で

も、5 月の測定値が 1981 年の半分以下の値となったほか、

顕著な違いは見られなかった（図 16）。 

 これまでの研究で、森林由来の N/P 比が約 60 である

のに対し、畑地牧草地（農用地）由来の N/P 比は 15〜

17 となることが知られている（駒井 2012）。寺川の河

川水中の N/P 比は春から夏にかけて低く（図 17）、畑地

牧草地由来であるのに対し、冬には N/P 比が増加傾向にあり（図 17）、森林由来の割合が相対的に多くなって

いることが示唆される。また、春の河川水中の N/P 比はレッドフィールド比に近くなっており、この時期に

湖内生産が増加する一因となっているものと考えられる。 

3) 寺川の流入水量の月別変化と河口湖への全窒素、全りん、COD 負荷量 

  表２には、寺川における水位、流速の測定結果並びに河川流量の月別変化を示した。寺川の流量は、0.006

〜0.271 m3/秒（平均 0.083 m3/秒）であり、1981 年 7 月〜11 月及び 2014 年 12 月の観測結果（それぞれ、

0.104〜0.137 m3/秒、0.138〜0.157 m3/秒）と概ね整合的な結果が得られた。河川流量は、4 月から 5 月にか

けて増加傾向にあり、8 月に一時減少するものの、台風等の影響で降水量が増加する 9、10 月には再び増加

し、その後 1 月にかけて再び減少傾向を示した（図 18）。 

 河川流量から推定される全窒素の負荷量は、4.2 から 357.3 mg/秒（平均 87.5 ± 103.9 mg/秒）であり、

降水により流量が増加する 10 月に最も高い値を示した（図 19）。この要因として、10 月の河川水中の N/P 比

が 60 と高いことから、台風等により周辺山地から流出する土壌の影響が考えられる。一方、全りんの負荷量

は、0.4 から 15.3 mg/秒（平均 3.73 ± 4.47 mg/秒）であり、全りんが増加する 5 月に最も高い値を示した

（図 20）。また COD の負荷量は、16.4 から 568.4 mg/秒（平均 175.9 ± 174.6 mg/秒）であり、河川流量の

増加する 10 月に最も高い値を示した（図 21）。1981 年調査時の全窒素、全りん、COD 負荷量は、それぞれ、

138.4 ± 46.2 mg/秒、5.21 ± 1.76 mg/秒、315.0 ± 194.8 mg/秒であり、河川による負荷量はいずれも

1981 年に比べ減少傾向にあることが明らかとなった。 

図 15  寺川における全りん（TP）濃度の季節変化と 

過去の調査結果との比較 

図 16  寺川における COD の季節変化と 

過去の調査結果との比較 
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図 17  寺川における N/P 比の季節変化 

図 18  寺川における流量の季節変化 

図 19  寺川における全窒素負荷量の季節変化 

図 20  寺川における全りん負荷量の季節変化 



24 
 

 

 

引用文献 

駒井克昭（2012）釧路川流域における湿原再生に向けた栄養塩循環評価手法に関する研究報告書 

http:/ /www.mlit.go.jp/river/gijutsu/tiiki_kasen/pdf/h24_report_komai.pdf  
 

0.0
100.0
200.0
300.0
400.0
500.0
600.0

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

C
O

D
負

荷
量

（
m

g/
秒

）

月

図 21  寺川における COD 負荷量の季節変化 



25 
 

  

表
1
 
 
寺
川
に
お
け
る
月
別
水
質
測
定
結
果

 

表
2
 
 
寺
川
に
お
け
る
月
別
流
量
と

T
N
、
TP

、
C
OD

濃
度

及
び

負
荷

量
 



26 
 

Ⅱ-4 河口湖における水生植物と湿生植物の分布 

 
本研究では、河口湖における水草・車軸藻類と湿生植物の分布状況を詳らかにすることを目的に、西部湖

盆に 10 定線（湖内に 6 定線，岸辺に 4 定線）、東部湖盆に 11 定線（湖内に 5 定線，岸辺に 6 定線）、船津湖

盆に 4 定線（湖内に 2 定線，岸辺に 2 定線）を設定し、2017 年 9 月 3～5 日に植物相調査を行った。湖内で

はボートによる調査を、岸辺では踏査を行い、いずれも自作採集器で湖底を曳きずる採集や徒手による採集

と目視確認を行った。その結果、水草 39 種（抽水植物 21 種，浮遊植物 3 種，沈水植物 15 種）、車軸藻類 7

種、湿生植物 27 種の計 73 種が確認され、水草と湿生植物についてはこれまでで最大の種数を確認すること

ができた。なお、岸辺からの調査では全種が確認できたが，ボートからの調査では 15 種（沈水植物 12 種，

車軸藻類 3 種）のみの確認にとどまった。また、河口湖新産種として 40 種（抽水植物 13 種，浮遊植物 3 種，

沈水植物 3 種，湿生植物 21 種）を確認することができた。水草、車軸藻類、湿生植物はそれぞれ西部で 24

種、4 種、6 種、東部で 33 種、5 種、19 種、船津で 20 種、7 種、12 種であり、合計の種数は東部で最大の 57

種、船津で 39 種、西部で最小の 34 種であることが判明した。 

今回の調査で確認された種のうち、環境省レッドリスト 2017（環境省 2017）に掲載されている種は抽水植

物ではスジヌマハリイとカワヂシャの 2 種、沈水植物ではトリゲモ、ヒメイバラモの 2 種、車軸藻類ではシ

ャジクモ、ホシツリモ、カタシャジクモ、オオシャジクモ、オトメフラスコモ、ヒメフラスコモ、キヌフラ

スコモの 7 種、湿生植物ではカヤツリスゲとタコノアシの 2 種の計 13 種であった。これらの種の確認定線数

はスジヌマハリイでは 5 定線、カワヂシャでは 1 定線、トリゲモでは 23 定線、ヒメイバラモでは 21 定線、

シャジクモでは 11 定線、ホシツリモでは 8 定線、カタシャジクモでは 5 定線、オオシャジクモとオトメフラ

スコモでは 3 定線、ヒメフラスコモとキヌフラスコモでは 1 定線、カヤツリスゲとタコノアシでは 1 定線で

あった。１定線でのみ確認されたヒメフラスコモ、キヌフラスコモ、カワヂシャ、カヤツリスゲ、タコノア

シについては、その分布状況を今後も注視していく必要があろう。 

なお本研究テーマについては、芹澤如比古・中村誠司・加藤 将・志賀 隆・山ノ内崇志・首藤光太郎・坪

田和真・緑川昭太郎・上嶋崇嗣・渡邉 亮・井藤大樹・中村高志・山本真也・芹澤（松山）和世（2018）「富

士北麓、河口湖における水草・車軸藻類と湿生植物の分布状況—2017 年—」 富士山研究 13, 17–27 にて発表

済みであり、研究の詳細はそちらを参照されたい。 

 
引用文献 
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Ⅱ-5 河口湖における今後の課題と環境対策について 

本研究による湖底堆積物の物理的・化学的性状の解析及び年代測定により、河口湖では、高度経済成長期

に入る 1960 年頃より湖の富栄養化が進行し、湖底のヘドロ化が引き起こされた現状が明らかとなってきた。

河川からの栄養塩の負荷は、40 年前と比較してやや減少傾向にあるものの、春季には河川からの畑地牧草地

由来の栄養塩類の流入ピークがあり、農地・生活排水起源の窒素の負荷が続いている。ただし、河口湖では、

河川水に比べ、地下水・伏流水が湖水に占める割合が多くなっており、全体像の解明には、こうした流入水

による栄養塩負荷の実態解明が不可欠であり、今後の課題である。 

一方で、堆積物中の植物プランクトンの炭素安定同位体比から推定される富栄養化傾向は近年緩やかにな

ってきており、これ以上水質が悪化しないよう引き続き継続した取り組みが不可欠である。また同時に、今

後湖の富栄養化が改善に向かうのかどうか、底質の有機物量やプランクトンの炭素・窒素安定同位体比によ

るモニタリングを行い、水環境の動向を注視していく必要がある。 

また、水生・湿性植物の分布調査からは、現在の河口湖が絶滅危惧種を含む多くの水生・湿性植物の生育

地であることが明らかとなってきており、一時的な水質悪化を引き起こすヘドロの浚渫は、こうした水生植

物に重篤な影響を与える恐れがある。更に河口湖は、2017 年より水生・湿性植物の長期的な生態系観測を行

う環境省のモニタリングサイト 1000 に選定されており、環境対策では今後より慎重な対応が求められると考

えられる。 

現状として、河口湖の水環境の更なる改善のためには、周辺の農地からの栄養塩類の流入を防ぐと同時に、

湖岸に生育する葦等を使った水質浄化などが考えられる。ただし、湖畔には貴重な水生植物も多く生育して

おり、急激な環境変化が生物へ与える影響も不明なことから、まずはその有効性について実証実験等に基づ

き十分な検討を行うことが望まれる。 
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